
No.19

項 目

目標年度
－
－

平成27年度
見込額

12,253
69
10
0

660
400

0
4

30
50

121
0

10,909
180

1,300
120
170

1,939
4,200
1,000

0

2,000
0

0

0
0

12,253

特定離島ふるさとおこし推進
事業（魚介類中間育成放流）
補助金

6,300 6,300 0 0

養鰻振興事業補助金 180 180 180 180

豊かな海づくり広域連携事業補助金 1,939 1,939 1,939 1,939

水産振興事業 事務事業

0

21,04415,062

外城康信
 １　事務事業の位置付け（Ｐｌａｎ）

政策

平成24年度
決算額

項目
平成25年度

予算額

農林水産部　林務水産課所管部課名

根拠法令等
薩摩川内市農林水産部関係補助金等交付要綱、養鰻振興事業補助金交付要領、内水面資源回復事業補助
金交付要領、川内川漁業協同組合放流事業補助金交付要領、豊かな海づくり広域連携事業補助金交付要
領、水産物消費拡大事業補助金交付要領、薩摩川内市甑島水産観光促進補助金に関する条例

400

2930 0

4

48,406

69
10

15,467 19,769

1,246

補助金

18,982
556 0

消耗品費 381 10
普通旅費

660
燃料費 20 10 0

10,909

681 413 400

12,253

121 121

0

手数料 4

0

通信運搬費 0 30 0 0

21,044

0

44,008 12,253

3,920

505
修繕料

平成23年度
決算額

52,014
577

平成26年度
見込額

財
源
内
訳

委託料 27 27 30 30
使用料及び賃借料 100 50 50 50
負担金 1,356

内水面資源回復事業補助金 1,300 1,300

担当者

8,006

事務事業費

470

事業開始年度

地域力を発揮し産業活力を創出する
まちづくり

水産振興費

備品購入費

施策

水産振興費農林水産業費

■ ソフト事業　　　　□ 建設・整備事業　　　　□ 施設管理　　　　□ 内部管理

つくり育てる漁業の推進小施策

水産業の振興

660

事項

経
費
及
び
指
標
の
推
移

国・県支出金
その他
一般財源

4 4

光熱水費 373

款
会計

概要 　水産物の資源保護や消費拡大等に向けた取り組みを行う各団体への補助を行う。

　２　事務事業の実施　（Ｄｏ）

事
業
の
内
容

水産業費
一般会計

細事項水産振興費

平成25年度 評価表 ［単位：千円、人］

目標値

－

①養鰻業の振興に必要と認められる経費　②内水面漁業の振興に必要と認められる経費
③川内川漁業の振興に必要と認められる経費　④水産加工６次産業化のための商品開発
及び販路拡大に要する経費　⑤豊かな海づくり広域連携の放流事業に必要と認められる
経費　⑥川内・甑近海で漁獲される水産物の拡販宣伝にかかる経費　⑦水産業の用に供
するための機具等の購入や水産業等の用に供するための資材及び船舶の建造又は購入並
びに機器等の購入　⑧水産加工センター等、関連施設の維持管理に要する経費　⑨魚礁
調査に要する経費

　補助金を支出する。

水産物の消費拡大や水産資源の資源保護等、多様な施策を展開すること
で、水産業者の意識高揚や所得の向上など総合的な水産業振興が図られ
る。

対象（誰を、何を対
象とする事業か）

手段（市がどのよう
な活動をするか）

意図（どのような目
的で事業を行うか）

　平成16年度の市町村合併前から実施してきている。

指標名

漁獲高、漁家の所得
活動指標
成果指標

補助金を交付 －

事業の種類

一体化躍動プラン 交流活力創出（都市ブランド力向上）プロジェクト
重点施策 農林畜産業及び水産業の振興と地産地消による農山漁村の活性化

予算
科目
等

1,300 1,300
川内川漁業協同組合放流事業補助金 120 120 120 120

薩摩川内市甑島水産観光促進補助金 685 0 1,000 1,000

水産加工６次産業化事業補助金 0 77 170 170

水産物消費拡大事業補助金 6,000 5,551 4,900 4,200

特定離島ふるさとおこし推進
事業（浮魚礁設置）補助金 5,107 0 0 0

産地水産業強化支援事業補助金 26,775 0 0 0

就業（第１次産業）定着支援事業補助金 0 0 2,000 2,000
水産物荷捌施設事業（甑島地区）補助金 0 0 8,160 0
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資料４



1.00
1.00

―
―

1.00
1.00

嘱託員

1.00

臨時職員等

職員

有
　
効
　
性

成果の達成度 □ 達成度はかなり高い　　■ 達成度はやや高い　　□ 達成度は低い

成果の向上余地 □ 余地がかなりある　■ 余地がある程度ある　□余地はほとんどない

（上記選択の理由）
　別紙、各補助金等評価結果から総合的に判断した。

　別紙、各補助金等評価結果から総合的に判断した。

まとめ（補助金等評価を含む。）

　□高い　　　　□低い
妥当性　　⇒
効率性　　⇒
有効性　　⇒

□ 休止　　　□ 廃止

　□高い　　　　□低い
今後の改革の方向性

□ 現状のまま継続

□ 見直しの上で継続⇒今後の方向性 □拡大 □他の事業と統合 □手段の改善 □移管 □縮小

事務事業の視点別評価

□ 休止　　　　　　　　　　□ 廃止

　□高い　　　　□低い

　４　事務事業の改革・改善の方向性　（Ａｃｔｉｏｎ）

■ 現状のまま継続

　事業実施に伴う効果（漁獲量の推移等）の検証を今後も行っていきたい。

 □ 削減の余地がある　　　　　■ 削減の余地はない

　３　事務事業の視点別評価　（Ｃｈｅｃｋ）

妥
　
当
　
性

効
　
率
　
性

対象・手段の妥当性 　■ 妥当である　　　□ 改善の余地はある　　　□ 妥当ではない

1.00 1.00
1.00

特筆すべき事項等

・平成24年度までと比較すると平成25年度からの金額が減少している理由→水産振興費（中事業）
を３分割（水産振興費、離島漁業再生支援交付金、環境生態系保全活動支援対策）にしたため。
・特定離島ふるさとおこし推進事業（魚介類中間育成放流）6,300千円については、平成25年度に
おいて、当初でなく6月補正で財源確保したことから、平成25年度から27年度にかけては0円で計上
した。

上記方向の理由
　別紙、各補助金等評価結果から総合的に判断した。

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画

（上記選択の理由）

（上記選択の理由）
　別紙、各補助金等評価結果から総合的に判断した。

（上記選択の理由）
　別紙、各補助金等評価結果から総合的に判断した。

（上記選択の理由）
　補助金申請書の受付・審査等は最低限の要員で実施しており、削減の余地はない。

事業費の削減余地

市が関与すべき妥当性 ■ 市が関与すべき　　　□ 民間でも可能　　　□ 民間で実施すべき

 □ 削減の余地がある　　　　　■ 削減の余地はない

　別紙、各補助金等評価結果から総合的に判断した。

□ 見直しの上で継続⇒今後の方向性 □拡大 □他の事業と統合 □手段の改善 □移管 □縮小

今後の改革の方向性

要員配置の削減余地

要員配置状況 1.00

成果指標の推移

1.00

外
部
評
価
（
二
次
）
結
果

　

（上記選択の理由）

活動実績・計画 ― ― ― ―
―― ――

内
部
評
価
（
一
次
）
結
果
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NO.

千円 千円 千円

分類

割合（％）

84.5%
84.5%
0.0%
0.0%

15.5%
0.0%
0.0%

100.0%
100.0%

0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%

100.0%

19-1

所管部課名

補助経過年数

平成25年度

事務事業名 水産振興事業

川内地区養鰻業振興協議会

販路先の定着化 -

養鰻振興事業補助金 評価表

・養鰻業の振興に必要な経費　・協議会の運営に必要な経費

・消費販路拡大　・後継者対策　・資源回復

成果指標①

一般財源 その他の内容

180

平成25年度
予算額

180 千円

国県支出金 その他

目標年度

-

目標値

養鰻業経営の安定化

指標名

養鰻価格の安定

成果指標② 薩摩川内産ウナギとしてのブランド化

収
入

自己資金 879,120 83.0% 1,017,500 85.0%

補助金額又は
補助率

予算で定める額

補助金額又は補
助率の積算方法 180千円

補
助
を
受
け
る
事
業
（
団
体
）
等
の

過
去
３
ヵ
年
の
決
算
状
況

項目
平成22年度 平成23年度 平成24年度

金額（円）

979,000
会費収入 879,120 83.0% 1,017,500 85.0% 979,000

割合（％） 金額（円） 割合（％） 金額（円）

寄付金・その他助成 0.0% 0.0%
事業収入 0.0% 0.0%

0.0% 0.0%
市補助金 180,000 17.0% 180,000 15.0% 180,000

計 1,059,120 100.0% 1,197,500 100.0% 1,159,000
（前年度繰越金） 0.0% 0.0%

1,159,000
人件費 0.0% 0.0%

支
出

事業費 1,059,120 100.0% 1,197,500 100.0%

その他事務費 0.0%

0.0% 0.0%

0.0%
0.0% 0.0%

0.0% 0.0%
0.0% 0.0%

（翌年度繰越金）

翌年度繰越金/市補助金 0.0% 0.0% 0.0%

特
記
す
べ
き
事
項
等

①薩摩川内産ウナギを確立するためには必要である。
②薩摩川内うなぎ株式会社が建設され、薩摩川内産ウナギを全国発信している。
③好評につき、各種プロのキャンプや合宿に寄贈している。また福祉施設等へも毎年寄贈している。
④平成７年の頃までは地区内に４０軒以上の養鰻業者があったが、外国産輸入（中国産等）及びここ数
年のシラスウナギ漁の低迷等が影響し、現在７業者になっている。
⑤川内川で獲れたシラスウナギを地元で育て、地元で加工したものを出荷する工程が確立されつつある
ので、更なる支援が必要である。

成果指標の推移①
成果指標の推移②

―
―

―
―

―
―

1件

担当者林務水産課 外城康信

根拠法令 薩摩川内市農林水産部関係補助金等交付要綱、養鰻振興事業補助金交付要領

６年以上１０年以下

補助対象者

補助対象経費

支出計/前年度支出計 113.1%

□運営補助のみ ■事業補助のみ □運営補助と事業補助の両方 □その他

補助対象事
業・活動の内
容

96.8%
自己資金/前年度自己資金 115.7% 96.2%

計 1,059,120 100.0% 1,197,500 100.0% 1,159,000

交付件数 1件 1件
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〈補助金の視点別評価〉
主管
課

A

A

A

B

A

A

B

A

必
要
性

有
効
性

要件

公
益
性

①　特定の目標・成果の達成に向けて、一定の
団体等に一定の補助を行うことが直ちに必要で
あると認められる。

②　社会的弱者の救済、地域的ハンディの克服
等の観点から、当面、補助を通じた行政の支援
が必要であると認められる。

　達成しようとする目標・成果が市民ニーズに
合致しており、かつ、その目標・成果の達成に
向けて、適切な効果を生じている。（その目
標・成果を測るための適当な効果指標の設定が
なされている。）

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
　なし

内
部
評
価
（
一
次
）
結
果

今後の改革の方向性
■ 現状のまま継続
□ 見直しの上で継続⇒今後の方向性　□拡大　□他の補助金と統合　□補助内容の改善　
　　　　　　　　　　　　　　　　　 □移管　□縮小
□ 休止
□ 廃止

上記方向の理由
　シラスウナギの採補量減少やウナギ価格の上昇等に伴い、厳しい現状にある養鰻業の浮揚（経営改
善、薩摩川内産ウナギのブランド化等）を後押しするためにも、当面、補助は必要と思われる。

〈補助金の見直し結果〉

・稚魚の放流・児童福祉施設への寄贈など、予
算内で活動するだけでなく、スポーツ団体来薩
時にもウナギの贈呈行為など協力している。

・稚魚放流・先進地研修・養殖魚体の検査等、
様々な方面を使用できる制度が他に見当たらな
い。

・当該年度で、支出比率が変わるものの、本質
的な支出は変わらない。

評価した内容についての説明
（合致しない理由や課題を含む）

・本市の養鰻振興に寄与している。
・薩摩川内うなぎ株式会社が設立され、雇用が
推進された。

②　補助率又は補助額が、明確な根拠によって
積算されたものであり、かつ、社会経済情勢に
照らし、著しく妥当性を欠く水準とはなってい
ない。（交付要綱の補助基準）

③　補助を受ける団体等の活動状況等に照らし
合わせて、自助努力がみられるなど、明らかに
半永続的・固定的な補助にはならないと見込ま
れる。

④　当該補助事業以外にその団体が行う活動の
状況においても一定の公益性が認められる。

⑤　特定の目標・成果の達成に向けて、当該補
助金等の交付以外に適当な政策手段がないか、
又は当該補助金等の交付が最も妥当な政策手段
であると明確に認められる。

⑥　補助の対象となる経費が、明確に規定さ
れ、その内容は補助目的に照らし、公費を充て
るものとして、著しく妥当性を欠くものとは
なっていない。

A

項　　目

【主管課評価・・・Ａ=合致、Ｂ=概ね合致、Ｃ=合致しない】

適
格
性
及
び
妥
当
性

・決算の状況でも分かるように足りない部分は
預金取り崩しを行って実施しており、マンネリ
化等見られない。半永続的な補助になってはい
けないが、当面補助する必要がある。

・薩摩川内市のウナギブランド化に向けた取組
みという観点からは必要である。

・根拠は不明であるが、成鰻の自発意的放流や
福祉施設への寄贈、産業祭などへの協力を考慮
すれば妥当な金額だと思う。

①　補助の対象となる事業について、行政が直
接実施するよりも、行政以外の者が行う方が適
当であると明確に認められる。

　補助の対象となる事業又は補助を受ける団体
等の活動が、直接又は間接に、不特定多数の市
民の福祉の向上及び利益の増進に寄与してい
る。

　次のいずれかに該当するものである。

・産地偽装や食のずさんな管理により、食の信
頼性が失われるケースがあったが、市民が望む
ものは、安全で安心な国産、特に薩摩川内産の
ウナギである。それを実現するために努力して
いる。

・放流や先進地研修等、専門的知識や養殖に携
わる必要性があるため。
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養鰻振興事業補助金交付要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は，薩摩川内市補助金等交付規則（平成１６年薩摩川内市規則

第６７号。以下「規則」という。）第４条の規定に基づき，及び薩摩川内市補

助金等基本条例（平成１８年薩摩川内市条例第４０号。以下「条例」という。 

）を実施するため，薩摩川内市農林水産部関係補助金等交付要綱（平成１９年

薩摩川内市告示第１００号）第２条の表に掲げる養鰻振興事業補助金に関し必

要な事項を定めるものとする。 

 （補助事業等の要件） 

第２条 養鰻振興に係る補助事業は，次の各号に定める要件を満たすものでなけ

ればならない。 

   補助金の対象者は川内地区養鰻業振興協議会とする。 

  事業計画の内容が養鰻業の経営の安定化及び鰻消費の拡大に関するもので

あること。 

  全号の事業計画の内容を達成できることが明白であること。 

（補助金の額） 

第３条 養鰻振興事業補助金の額は，予算で定める額以内とする。 

（補助対象経費） 

第４条 養鰻業の振興に必要と認められる経費。 

（交付の申請） 

第５条 規則第５条に基づき申請を行うものとする。 

２ 規則第５条の市長が別に指定する日は，当該事業を開始する概ね１０日前ま

でとする。 

 （交付の基準） 

第６条 養鰻振興事業補助金の交付の決定は，次の各号のいずれかに該当する場

合には，これを行わない。 

   当該補助事業が第２条の要件を満たさない場合 

   前号に掲げる場合のほか，当該申請者に養鰻振興事業補助金を交付するこ

とが適当でないと認められる場合 

 （実績報告） 

第７条 規則第１５条に基づき実績報告を行うものとする。 

 （効果の測定） 

第８条 養鰻振興事業補助金の効果（条例第４条第２項第１号の効果をいう。）

は，次の各号に掲げる指標を用いて測定するものとする。 

   養鰻価格の安定 

   川内産鰻としてのブランド化 

 （補助事業者等の責務） 
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第９条 養鰻振興事業補助金の交付を受けた補助事業者は,本市の養鰻業政策の

円滑な実施に積極的に協力するよう努めるものとする。 

 （その他） 

第１０条 この要領に定めるもののほか，必要な事項は，農林水産部長が別に定

める。 

附 則 

１ この要領は，平成１９年４月１日から施行する。 

２ 条例第４条第１項の規定による見直しについては，当該年度において検討を

行い，その結果に基づいて，次年度において所要の措置を講ずるものとする。 
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NO.

千円 千円 千円

分類

割合（％）

37.5%
9.8%
0.0%

27.7%
62.5%
0.0%
0.0%

100.0%
100.0%

0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%

100.0%

事務事業名 水産振興事業

根拠法令 薩摩川内市農林水産部関係補助金等交付要綱、内水面資源回復事業補助金交付要領

補助経過年数 ６年以上１０年以下

平成25年度 内水面資源回復事業補助金 評価表 19-2

所管部課名 農林水産部　林務水産課 担当者 外城康信

1,300

指標名 目標値 目標年度

成果指標① 放流魚種と放流数量（尾数及び重さ） 魚類の資源保護 -

平成25年度
予算額

1,300 千円

国県支出金 その他 一般財源 その他の内容

補助対象経費 内水面漁業の振興に必要と認められる経費

補助対象事
業・活動の内
容

資源放流

□運営補助のみ ■事業補助のみ □運営補助と事業補助の両方 □その他
補助金額又は
補助率

予算で定める額

成果指標② 漁獲量 安定的な漁獲量 -

補助対象者 川内市内水面漁業協同組合

補助金額又は補
助率の積算方法

1,300,000円
昭和59年5月21日 放流覚書による負担

補
助
を
受
け
る
事
業
（
団
体
）
等
の

過
去
３
ヵ
年
の
決
算
状
況

項目
平成22年度 平成23年度 平成24年度

金額（円） 割合（％） 金額（円） 割合（％） 金額（円）

収
入

自己資金 831,102 39.0% 713,034 35.4% 779,895
会費収入

寄付金・その他助成 14,453 0.7% 46,321 2.3% 576,729

816,649 38.3% 666,713 33.1% 203,166
事業収入 0.0% 0.0%

0.0% 0.0%
市補助金 1,300,000 61.0% 1,300,000 64.6% 1,300,000

計 2,131,102 100.0% 2,013,034 100.0% 2,079,895
（前年度繰越金） 0.0% 0.0%

支
出

事業費 2,131,102 100.0% 2,013,034 100.0%

その他事務費 0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

2,079,895
人件費 0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

計 2,131,102 100.0% 2,013,034 100.0% 2,079,895
（翌年度繰越金） 0.0% 0.0%

翌年度繰越金/市補助金 0.0% 0.0% 0.0%
交付件数 1件 1件 1件

支出計/前年度支出計 94.5% 103.3%
自己資金/前年度自己資金 85.8% 109.4%

特
記
す
べ
き
事
項
等

①川内川の資源を絶やさないためにも存続すべきである。
②平成22年度から「川魚を食する会」を再開し、PRに努めている。
③「川魚を食する会」、「川内川の清掃」などを行い、川内川の魚食普及や環境美化に努めている。
④昭和59年5月21日に川内市と川内市内水面漁業協同組合で締結されている覚書で、水利権同意に伴う漁
業振興費として、1,300,000円の額を定めている。

成果指標の推移① ― ― ―
成果指標の推移② ― ― ―
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〈補助金の視点別評価〉
主管
課

A

A

B

B

B

A

B

A

【主管課評価・・・Ａ=合致、Ｂ=概ね合致、Ｃ=合致しない】

要件 項　　目
評価した内容についての説明

（合致しない理由や課題を含む）

公
益
性

　補助の対象となる事業又は補助を受ける団体
等の活動が、直接又は間接に、不特定多数の市
民の福祉の向上及び利益の増進に寄与してい
る。

・放流による資源の維持を図っている。
・川内市内水面漁業協同組合は、川内川の清掃
等を行い美化に努めている。

必
要
性

　次のいずれかに該当するものである。

B
①本市においては、川内川は象徴的な存在であ
り、環境の保全は必要である。

①　特定の目標・成果の達成に向けて、一定の
団体等に一定の補助を行うことが直ちに必要で
あると認められる。

・内水域の放流は、河川等の漁業権に付加され
る条件で、県の内水面漁場管理委員会から示さ
れた数量以上の放流を行っている。

④　当該補助事業以外にその団体が行う活動の
状況においても一定の公益性が認められる。

・「川魚を食する会」を開催し、川魚の普及事
業に取り組んでいる。
・本市が行う産業祭にも率先して協力してい
る。

⑤　特定の目標・成果の達成に向けて、当該補
助金等の交付以外に適当な政策手段がないか、
又は当該補助金等の交付が最も妥当な政策手段
であると明確に認められる。

・川内川の資源維持、増加を目的に放流してい
る。他に手段がないために、市が補助してい
る。

⑥　補助の対象となる経費が、明確に規定さ
れ、その内容は補助目的に照らし、公費を充て
るものとして、著しく妥当性を欠くものとは
なっていない。

・放流覚書による負担（昭和59年5月21日）

②　社会的弱者の救済、地域的ハンディの克服
等の観点から、当面、補助を通じた行政の支援
が必要であると認められる。

有
効
性

　達成しようとする目標・成果が市民ニーズに
合致しており、かつ、その目標・成果の達成に
向けて、適切な効果を生じている。（その目
標・成果を測るための適当な効果指標の設定が
なされている。）

・川内川における資源管理が徹底しているとい
う理由で本年は日鰻連も川内川への放流を実施
した。川内川の資源管理という意味からすれば
評価されている。

適
格
性
及
び
妥
当
性

①　補助の対象となる事業について、行政が直
接実施するよりも、行政以外の者が行う方が適
当であると明確に認められる。

・川内川の放流は、基本的にはシラスウナギ等
の採取が多い本市がすべきである。

②　補助率又は補助額が、明確な根拠によって
積算されたものであり、かつ、社会経済情勢に
照らし、著しく妥当性を欠く水準とはなってい
ない。（交付要綱の補助基準）

・今のところ川魚の資源量や生態が分かってい
ない現状では放流の規模等、何ともいえない。

③　補助を受ける団体等の活動状況等に照らし
合わせて、自助努力がみられるなど、明らかに
半永続的・固定的な補助にはならないと見込ま
れる。

〈補助金の見直し結果〉

内
部
評
価
（
一
次
）
結
果

今後の改革の方向性
■ 現状のまま継続
□ 見直しの上で継続⇒今後の方向性　□拡大　□他の補助金と統合　□補助内容の改善　
　　　　　　　　　　　　　　　　　 □移管　□縮小
□ 休止
□ 廃止

上記方向の理由
　放流覚書による負担（補助）のため、今後も継続したい。

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
　なし
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内水面資源回復事業補助金交付要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は，薩摩川内市補助金等交付規則（平成１６年薩摩川内市規則

第６７号。以下「規則」という。）第４条の規定に基づき，及び薩摩川内市補

助金等基本条例（平成１８年薩摩川内市条例第４０号。以下「条例」という。 

）を実施するため，薩摩川内市農林水産部関係補助金等交付要綱（平成１９年

薩摩川内市告示第１００号）第２条の表に掲げる内水面資源回復事業補助金に

関し必要な事項を定めるものとする。 

 （補助事業等の要件） 

第２条 内水面資源回復に係る補助事業は，次の各号に定める要件を満たすもの

でなければならない。 

   補助金の対象者は川内市内水面漁業協同組合とする。 

  事業計画の内容が内水面魚介類の維持及び培養に関するものであること。 

  全号の事業計画の内容を達成できることが明白であること。 

（補助金の額） 

第３条 内水面資源回復事業補助金の額は，予算で定める額以内とする。 

（補助対象経費） 

第４条 内水面漁業の振興に必要と認められる経費。 

（交付の申請） 

第５条 規則第５条に基づき申請を行うものとする。 

２ 規則第５条の市長が別に指定する日は，当該事業を開始する概ね１０日前ま

でとする。 

 （交付の基準） 

第６条 内水面資源回復事業補助金の交付の決定は，次の各号のいずれかに該当

する場合には，これを行わない。 

   当該補助事業が第２条の要件を満たさない場合 

   前号に掲げる場合のほか，当該申請者に内水面資源回復事業補助金を交付

することが適当でないと認められる場合 

 （実績報告） 

第７条 規則第１５条に基づき実績報告を行うものとする。 

 （効果の測定） 

第８条 内水面資源回復事業補助金の効果（条例第４条第２項第１号の効果をい

う。）は，次の各号に掲げる指標を用いて測定するものとする。 

   放流魚種と放流数量（尾数及び重さ） 

   漁獲量 

 （補助事業者等の責務） 

第９条 内水面資源回復事業補助金の交付を受けた補助事業者は，本市の内水面
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漁業政策の円滑な実施に積極的に協力するよう努めるものとする。 

 （その他） 

第１０条 この要領に定めるもののほか，必要な事項は，農林水産部長が別に定

める。 

附 則 

１ この要領は，平成１９年４月１日から施行する。 

２ 条例第４条第１項の規定による見直しについては，当該年度において検討を

行い，その結果に基づいて，次年度において所要の措置を講ずるものとする。 
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NO.

千円 千円 千円

分類

割合（％）

94.8%
52.3%
0.0%

42.5%
2.8%
2.4%
0.0%

100.0%
100.0%

0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%

100.0%

事務事業名 水産振興事業

根拠法令 薩摩川内市農林水産部関係補助金等交付要綱、川内川漁業協同組合放流事業補助金交付要領

補助経過年数 ６年以上１０年以下

平成25年度 川内川漁業協同組合放流事業補助金 評価表 19-3

所管部課名 農林水産部　林務水産課 担当者 外城康信

120

指標名 目標値 目標年度

成果指標① 放流魚種と放流数量 魚類の資源保護 -

平成25年度
予算額

120 千円

国県支出金 その他 一般財源 その他の内容

補助対象経費 川内川漁業の振興に必要と認められる経費

補助対象事
業・活動の内
容

資源放流

□運営補助のみ ■事業補助のみ □運営補助と事業補助の両方 □その他
補助金額又は
補助率

予算で定める額

成果指標② 漁獲量 安定的な漁獲量 -

補助対象者 川内川漁業協同組合

補助金額又は補
助率の積算方法 120,000円

補
助
を
受
け
る
事
業
（
団
体
）
等
の

過
去
３
ヵ
年
の
決
算
状
況

項目
平成22年度 平成23年度 平成24年度

金額（円） 割合（％） 金額（円） 割合（％） 金額（円）

収
入

自己資金 4,014,645 94.8% 4,020,562 94.8% 4,014,223
会費収入

寄付金・その他助成 1,800,000 42.5% 1,800,000 42.4% 1,800,000

2,214,645 52.3% 2,220,562 52.4% 2,214,223
事業収入 0.0% 0.0%

さつま町補助金 100,000 2.4% 100,000 2.4% 100,000
市補助金 120,000 2.8% 120,000 2.8% 120,000

計 4,234,645 100.0% 4,240,562 100.0% 4,234,223
（前年度繰越金） 0.0% 0.0%

支
出

事業費 4,234,645 100.0% 4,240,562 100.0%

その他事務費 0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

4,234,223
人件費 0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

計 4,234,645 100.0% 4,240,562 100.0% 4,234,223
（翌年度繰越金） 0.0% 0.0%

翌年度繰越金/市補助金 0.0% 0.0% 0.0%
交付件数 1件 1件 1件

支出計/前年度支出計 100.1% 99.9%
自己資金/前年度自己資金 100.1% 99.8%

特
記
す
べ
き
事
項
等

①川内川の資源を絶やさないためにも存続すべきである。
②「鮎まつり」「外来魚駆除」などを行い、川内川の魚食普及や環境美化に努めている。
③川内川は上流下流一体のものであり、薩摩川内市として助成すべきである。

成果指標の推移① ― ― ―
成果指標の推移② ― ― ―
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〈補助金の視点別評価〉
主管
課

A

A

B

B

B

A

A

B

【主管課評価・・・Ａ=合致、Ｂ=概ね合致、Ｃ=合致しない】

要件 項　　目
評価した内容についての説明

（合致しない理由や課題を含む）

公
益
性

　補助の対象となる事業又は補助を受ける団体
等の活動が、直接又は間接に、不特定多数の市
民の福祉の向上及び利益の増進に寄与してい
る。

・放流による資源の維持を図っている。
・川内川漁協は、川内川の清掃等を行い美化に
努めている。

必
要
性

　次のいずれかに該当するものである。

B
①本市においては、川内川は象徴的な存在であ
り、環境の保全は必要である。

①　特定の目標・成果の達成に向けて、一定の
団体等に一定の補助を行うことが直ちに必要で
あると認められる。

・内水域の放流は、河川等の漁業権に付加され
る条件で、県の内水面漁場管理委員会から示さ
れた数量以上の放流を行っている。

④　当該補助事業以外にその団体が行う活動の
状況においても一定の公益性が認められる。

・率先して川魚の普及事業に取り組んでいる。

⑤　特定の目標・成果の達成に向けて、当該補
助金等の交付以外に適当な政策手段がないか、
又は当該補助金等の交付が最も妥当な政策手段
であると明確に認められる。

・川内川の資源維持、増加を目的に放流してい
るため市が補助している。

⑥　補助の対象となる経費が、明確に規定さ
れ、その内容は補助目的に照らし、公費を充て
るものとして、著しく妥当性を欠くものとは
なっていない。

・対象経費は明確に規定されていないが、資源
回復を目的とした稚魚購入及び放流経費に充て
ている。

②　社会的弱者の救済、地域的ハンディの克服
等の観点から、当面、補助を通じた行政の支援
が必要であると認められる。

有
効
性

　達成しようとする目標・成果が市民ニーズに
合致しており、かつ、その目標・成果の達成に
向けて、適切な効果を生じている。（その目
標・成果を測るための適当な効果指標の設定が
なされている。）

・川内川における資源管理が徹底しているとい
う理由で３年前、日鰻連も川内川への放流を実
施した。川内川の資源管理という意味からすれ
ば評価されている。

適
格
性
及
び
妥
当
性

①　補助の対象となる事業について、行政が直
接実施するよりも、行政以外の者が行う方が適
当であると明確に認められる。

・川内川の放流は、基本的にはシラスウナギ等
の採取が多い本市がすべきである。

②　補助率又は補助額が、明確な根拠によって
積算されたものであり、かつ、社会経済情勢に
照らし、著しく妥当性を欠く水準とはなってい
ない。（交付要綱の補助基準）

・今のところ川魚の資源量や生態が分かってい
ない現状では放流の規模等、何ともいえない。

③　補助を受ける団体等の活動状況等に照らし
合わせて、自助努力がみられるなど、明らかに
半永続的・固定的な補助にはならないと見込ま
れる。

〈補助金の見直し結果〉

内
部
評
価
（
一
次
）
結
果

今後の改革の方向性
■ 現状のまま継続
□ 見直しの上で継続⇒今後の方向性　□拡大　□他の補助金と統合　□補助内容の改善　
　　　　　　　　　　　　　　　　　 □移管　□縮小
□ 休止
□ 廃止

上記方向の理由
　河川の資源維持を図る上で、放流は重要な事業であり、今後も本制度を継続させる必要があると思わ
れる。

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
　なし
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川内川漁業協同組合放流事業補助金交付要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は，薩摩川内市補助金等交付規則（平成１６年薩摩川内市規則

第６７号。以下「規則」という。）第４条の規定に基づき，及び薩摩川内市補

助金等基本条例（平成１８年薩摩川内市条例第４０号。以下「条例」という。 

）を実施するため，薩摩川内市農林水産部関係補助金等交付要綱（平成１９年

薩摩川内市告示第１００号）第２条の表に掲げる川内川漁業協同組合放流事業

補助金に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （補助事業等の要件） 

第２条 川内川漁業協同組合放流事業補助金に係る補助事業は，次の各号に定め

る要件を満たすものでなければならない。 

   補助金の対象者は川内川漁業協同組合とする。 

  事業計画の内容が内水面魚介類の維持及び培養に関するものであること。 

  前号の事業計画の内容を達成できることが明白であること。 

（補助金の額） 

第３条 川内川漁業協同組合放流事業補助金の額は，予算で定める額以内とする。 

（補助対象経費） 

第４条 川内川漁業協同組合放流事業補助金は，次に掲げる川内川漁業の振興に

必要と認められる経費について交付する。 

  稚魚購入費 

   資源放流費 

  前２号に掲げるもののほか，特に必要であると認められる経費等 

（交付の申請） 

第５条 川内川漁業協同組合放流事業補助金の交付の申請に係る規則第５条の市

長が別に指定する日は，当該事業を開始する概ね１０日前までとする。 

２ 川内川漁業協同組合放流事業補助金の交付の申請に係る規則第５条第３号の

市長が必要と認める書類は，次の各号に掲げるものとする。 

   事業計画書 

   収支予算書 

   前２号に掲げるもののほか，特に必要であると認められる書類 

 （交付の基準） 

第６条 川内川漁業協同組合放流事業補助金の交付の決定は，次の各号のいずれ

かに該当する場合には，これを行わない。 

   当該補助事業が第２条の要件を満たさない場合 

   前号に掲げる場合のほか，当該申請者に川内川漁業協同組合放流事業補助

金を交付することが適当でないと認められる場合 

 （実績報告） 
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第７条 川内川漁業協同組合放流事業補助金の実績報告に係る規則第１５条第３

号の市長が必要と認める書類は，次の各号に掲げるものとする。 

   当該補助事業等の公益性，必要性，効果等について当該補助事業者等が自

ら行った評価に関する書類 

   当該補助事業の収支精算書 

   前 2 号に掲げるもののほか，特に必要であると認められる書類 

 （効果の測定） 

第８条 川内川漁業協同組合放流事業補助金の効果（条例第４条第２項第１号の

効果をいう。）は，次の各号に掲げる指標を用いて測定するものとする。 

   放流魚種と放流数量 

   漁獲量 

 （補助事業者等の責務） 

第９条 川内川漁業協同組合放流事業補助金の交付を受けた補助事業者は，本市

の水産業政策の円滑な実施に積極的に協力するよう努めるものとする。 

 （その他） 

第１０条 この要領に定めるもののほか，必要な事項は，農林水産部長が別に定

める。 

附 則 

１ この要領は，平成１９年４月１日から施行する。 

２ 条例第４条第１項の規定による見直しについては，平成１９年度において検

討を行い，その結果に基づいて，平成２０年度において所要の措置を講ずるも

のとする。 
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NO.

千円 千円 千円

分類

割合（％）

50.0%
50.0%
0.0%
0.0%

50.0%
0.0%
0.0%

100.0%
100.0%

0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%

100.0%

特
記
す
べ
き
事
項
等

　近年、漁獲量の減少や燃油等の高騰及び魚価安値等で水産業を取り巻く環境は一段と厳しさを増して
いる。このような中、甑島漁協では水産加工６次産業化事業への取り組み、高付加価値商品の開発や拡
販等に取組み、経営の安定及び漁家の所得向上を図る上でも重要である。

成果指標の推移① ―
成果指標の推移② ―

翌年度繰越金/市補助金 0.0%
交付件数 １件

支出計/前年度支出計
自己資金/前年度自己資金

計 0 0 153,220
（翌年度繰越金）

153,220
人件費

支
出

事業費

その他事務費

計 0 0 153,220
（前年度繰越金）

市補助金 76,610

76,610
事業収入

補助金額又は補
助率の積算方法 　事業費：340,000円　　甑島漁業協同組合：170,000円

補
助
を
受
け
る
事
業
（
団
体
）
等
の

過
去
３
ヵ
年
の
決
算
状
況

項目
平成22年度 平成23年度 平成24年度

金額（円） 割合（％） 金額（円） 割合（％） 金額（円）

収
入

自己資金 0 0 76,610
会費収入

寄付金・その他助成

補助対象経費 　商品開発及び販路拡大等必要と認められる経費

補助対象事
業・活動の内
容

　甑島漁業協同組合の新たに取組む水産加工６次産業化のための市場調査及び販路拡大等の
ための調査・研究

□運営補助のみ ■事業補助のみ □運営補助と事業補助の両方 □その他
補助金額又は
補助率

　甑島漁業協同組合：５０％

成果指標② 　加工品の販売実績
漁獲物の安定的な水揚
げ -

補助対象者 　甑島漁業協同組合

170

指標名 目標値 目標年度

成果指標① 　販路拡大、市場調査、商品開発 漁家所得の維持・向上 -

平成25年度
予算額

170 千円

国県支出金 その他 一般財源 その他の内容

事務事業名 水産振興事業

根拠法令 薩摩川内市農林水産部関係補助金等交付要綱、甑島水産加工事業補助金交付要領

補助経過年数 １年以上５年以下

平成25年度 水産加工６次産業化事業補助金 評価表 19-4

所管部課名 農林水産部　林務水産課 担当者 江口　勝
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〈補助金の視点別評価〉
主管
課

A

A

A

A

A

A

A

A

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
　なし

〈補助金の見直し結果〉

内
部
評
価
（
一
次
）
結
果

今後の改革の方向性
■ 現状のまま継続
□ 見直しの上で継続⇒今後の方向性　□拡大　□他の補助金と統合　□補助内容の改善　
　　　　　　　　　　　　　　　　　 □移管　□縮小
□ 休止
□ 廃止

上記方向の理由
　甑島地域の基幹産業である水産業の経営安定は、甑島地域の産業振興の観点から重要であり、本事業
への補助を行うことで、円滑な事業実施が図られ、漁家所得の維持・向上にも寄与するものと思われ
る。

　商品開発及び拡販までの短期的な補助で、半
永続的な補助にはならない。

④　当該補助事業以外にその団体が行う活動の
状況においても一定の公益性が認められる。

　本市が開催するイベント等において、市民等
に水産物を提供するためにいろいろと活動をし
ている。

⑤　特定の目標・成果の達成に向けて、当該補
助金等の交付以外に適当な政策手段がないか、
又は当該補助金等の交付が最も妥当な政策手段
であると明確に認められる。

　商品開発及び拡販等に対する、他の補助金は
見当たらない。

⑥　補助の対象となる経費が、明確に規定さ
れ、その内容は補助目的に照らし、公費を充て
るものとして、著しく妥当性を欠くものとは
なっていない。

　水産加工６次産業化に特化したものであり、
他の費用には使用されているため。

②　社会的弱者の救済、地域的ハンディの克服
等の観点から、当面、補助を通じた行政の支援
が必要であると認められる。

有
効
性

　達成しようとする目標・成果が市民ニーズに
合致しており、かつ、その目標・成果の達成に
向けて、適切な効果を生じている。（その目
標・成果を測るための適当な効果指標の設定が
なされている。）

　甑島の主要産業である水産業の活性化は、甑
島地域の振興に合致しており、市民のニーズに
も合致している。

適
格
性
及
び
妥
当
性

①　補助の対象となる事業について、行政が直
接実施するよりも、行政以外の者が行う方が適
当であると明確に認められる。

　漁獲する漁業者や加工場を有する甑島漁協が
実施するのが妥当である。

②　補助率又は補助額が、明確な根拠によって
積算されたものであり、かつ、社会経済情勢に
照らし、著しく妥当性を欠く水準とはなってい
ない。（交付要綱の補助基準）

　甑島漁業協同組合においては、財政再建団体
となっているので、補助は必要不可欠で組合と
で折半してもらう形をとっている。

③　補助を受ける団体等の活動状況等に照らし
合わせて、自助努力がみられるなど、明らかに
半永続的・固定的な補助にはならないと見込ま
れる。

公
益
性

　補助の対象となる事業又は補助を受ける団体
等の活動が、直接又は間接に、不特定多数の市
民の福祉の向上及び利益の増進に寄与してい
る。

　甑島漁業協同組合が自港水揚の受入れを増や
し、組合員の所得向上に寄与するとともに、雇
用創出等が図られる。

必
要
性

　次のいずれかに該当するものである。

A
①甑島漁業協同組合全体で行う事業に対する補
助であり、漁業協同組合の利益のみではなく、
広域的な思想のもと行っている事業のため。

①　特定の目標・成果の達成に向けて、一定の
団体等に一定の補助を行うことが直ちに必要で
あると認められる。

【主管課評価・・・Ａ=合致、Ｂ=概ね合致、Ｃ=合致しない】

要件 項　　目
評価した内容についての説明

（合致しない理由や課題を含む）
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甑島水産加工事業補助金交付要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、薩摩川内市補助金等交付規則（平成１６年薩摩川内市規則第６７号。

以下「規則」という。）第４条の規定に基づき、及び薩摩川内市補助金等基本条例（平

成１８年薩摩川内市条例第４０号。以下「条例」という。）を実施するため、薩摩川内

市農林水産部関係補助金等交付要綱（平成１９年薩摩川内市告示第１００号）第２条の

表に掲げる甑島水産加工事業補助金に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（補助事業等の要件） 

第２条 甑島水産加工に係る補助事業は、次の各号に定める要件を満たすものでなければ

ならない。 

   補助金の対象者は甑島漁業協同組合とする。 

   事業計画の内容が甑島水産加工６次産業化に関するものであること。 

   前号の事業計画の内容を達成できることが明白であること。 

（補助金の額） 

第３条 甑島水産加工事業補助金の額は、予算で定める額以内とする。 

（補助対象経費） 

第４条 甑島漁業協同組合が行う水産加工６次産業化のための商品開発及び販路拡大等必

要と認められる経費 

（交付の申請） 

第５条 規則第５条に基づき申請を行うものとする。 

２ 規則第５条の市長が別に指定する日は、当該事業を開始する概ね１０日前までとする。 

（交付の基準） 

第６条 甑島水産加工事業補助金の交付の決定は、次の各号のいずれかに該当する場合に

は、これを行わない。 

   当該補助事業が第２条の要件を満たさない場合 

   前号に掲げる場合のほか、当該申請者に甑島水産加工事業補助金を交付することが

適当でないと認められる場合 

（実績報告） 

第７条 規則第１５条に基づき実績報告を行うものとする。 

（効果の測定） 

第８条 甑島水産加工事業補助金の効果（条例第４条第２項第１号の効果をいう。）は、

次の各号に掲げる指標を用いて測定するものとする。 

   新たな商品開発 

   水産加工品の販路先拡大 
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（補助事業者等の責務） 

第９条 甑島水産加工事業補助金の交付を受けた補助事業者は、本市の水産業関連事業の

円滑な実施に積極的に協力するよう努めるものとする。 

（その他） 

第１０条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、農林水産部長が別に定める。 

   附 則 

１ この要領は、平成２４年４月１日から施行し、平成２４年度以降に係る補助金の交付

について適用する。 

２ 条例第４条第１項の規定による見直しについては、平成２６年度において検討を行い、

その結果に基づいて、平成２７年度において所要の措置を講ずるものとする。 
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NO.

千円 千円 千円

分類

割合（％）

34.0%
34.0%
0.0%
0.0%

66.0%
0.0%
0.0%

100.0%
100.0%

0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%

100.0%

特
記
す
べ
き
事
項
等

①県下沿岸部２１市町で実施しているため、継続する必要がある。
②回遊魚を各地区で放流することで、鹿児島県近海の水産資源の確保を行う。
③本市における平成２３年度の水揚げは、タイ類が139,110千円で、ヒラメが7,377千円である。

成果指標の推移① ― ― ―
成果指標の推移② ― ― ―

翌年度繰越金/市補助金 0.0% 0.0% 0.0%
交付件数 2件 2件 2件

支出計/前年度支出計 100.0% 100.0%
自己資金/前年度自己資金 100.0% 100.0%

0.0% 0.0%

計 2,937,900 100.0% 2,937,900 100.0% 2,937,900
（翌年度繰越金） 0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

2,937,900
人件費 0.0% 0.0%

支
出

事業費 2,937,900 100.0% 2,937,900 100.0%

その他事務費 0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

計 2,937,900 100.0% 2,937,900 100.0% 2,937,900
（前年度繰越金） 0.0% 0.0%

0.0% 0.0%
市補助金 1,939,000 66.0% 1,939,000 66.0% 1,939,000

0.0%

998,900 34.0% 998,900 34.0% 998,900
事業収入 0.0% 0.0%

補助金額又は補
助率の積算方法 川内市漁業協同組合：294,000円　　甑島漁業協同組合：1,645,000円

補
助
を
受
け
る
事
業
（
団
体
）
等
の

過
去
３
ヵ
年
の
決
算
状
況

項目
平成22年度 平成23年度 平成24年度

金額（円） 割合（％） 金額（円） 割合（％） 金額（円）

収
入

自己資金 998,900 34.0% 998,900 34.0% 998,900
会費収入

寄付金・その他助成 0.0%

補助対象経費 放流用種苗購入費

補助対象事
業・活動の内
容

水産資源の維持・増大の推進を図るため、鹿児島県栽培漁業協会からマダイ・ヒラメの稚魚
を購入し、それぞれの地先に放流する。

□運営補助のみ ■事業補助のみ □運営補助と事業補助の両方 □その他
補助金額又は
補助率

川内市漁業協同組合：５０％　　甑島漁業協同組合：７０％

成果指標② 混獲率調査（県水産技術開発センター）
漁獲物の安定的な水揚
げ -

補助対象者 川内市漁業協同組合、甑島漁業協同組合

1,939

指標名 目標値 目標年度

成果指標① 水揚高、出荷高 漁家所得の維持・向上 -

平成25年度
予算額

1,939 千円

国県支出金 その他 一般財源 その他の内容

事務事業名 水産振興事業

根拠法令 薩摩川内市農林水産部関係補助金等交付要綱、豊かな海づくり広域連携事業補助金交付要領

補助経過年数 ６年以上１０年以下

平成25年度 豊かな海づくり広域連携事業補助金 評価表 19-5

所管部課名 農林水産部　林務水産課 担当者 外城康信
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〈補助金の視点別評価〉
主管
課

A

B

A

A

A

A

A

A

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
　なし

〈補助金の見直し結果〉

内
部
評
価
（
一
次
）
結
果

今後の改革の方向性
■ 現状のまま継続
□ 見直しの上で継続⇒今後の方向性　□拡大　□他の補助金と統合　□補助内容の改善　
　　　　　　　　　　　　　　　　　 □移管　□縮小
□ 休止
□ 廃止

上記方向の理由
　本市の重要な魚種（タイ類、ヒラメ）の資源保護上、毎年実施している本事業への補助を行うこと
で、円滑な事業実施が図られ、漁家所得の維持・向上にも寄与するものと思われる。

県政で行われている事業のため、市及び漁業協
同組合側から拒否できる事業ではないと考え
る。

④　当該補助事業以外にその団体が行う活動の
状況においても一定の公益性が認められる。

稚魚放流だけではなく、本市が開催するイベン
ト等において、市民等に水産物を提供するため
にいろいろと活動をしている。

⑤　特定の目標・成果の達成に向けて、当該補
助金等の交付以外に適当な政策手段がないか、
又は当該補助金等の交付が最も妥当な政策手段
であると明確に認められる。

稚魚放流に対する他の補助金は見当たらない。

⑥　補助の対象となる経費が、明確に規定さ
れ、その内容は補助目的に照らし、公費を充て
るものとして、著しく妥当性を欠くものとは
なっていない。

割り当てられた稚魚の購入にのみ使用されてい
るため。

②　社会的弱者の救済、地域的ハンディの克服
等の観点から、当面、補助を通じた行政の支援
が必要であると認められる。

有
効
性

　達成しようとする目標・成果が市民ニーズに
合致しており、かつ、その目標・成果の達成に
向けて、適切な効果を生じている。（その目
標・成果を測るための適当な効果指標の設定が
なされている。）

マダイ、ヒラメの生態からいって、放流した地
域に留まるということでもないので一概には言
えないが、本市においては、川内市漁業協同組
合ではゴチ網漁、甑島漁業協同組合では定置網
漁で漁獲されており、重要な魚種である。

適
格
性
及
び
妥
当
性

①　補助の対象となる事業について、行政が直
接実施するよりも、行政以外の者が行う方が適
当であると明確に認められる。

漁獲する漁民への漁獲規制や漁獲集計を実施す
るために両漁協が実施するのが妥当である。

②　補助率又は補助額が、明確な根拠によって
積算されたものであり、かつ、社会経済情勢に
照らし、著しく妥当性を欠く水準とはなってい
ない。（交付要綱の補助基準）

川内市漁業協同組合においては、行政と折半と
の観点から行っており、甑島漁業協同組合にお
いては、財政再建団体となっているので、３
０％を組合で負担してもらう形をとっている。

③　補助を受ける団体等の活動状況等に照らし
合わせて、自助努力がみられるなど、明らかに
半永続的・固定的な補助にはならないと見込ま
れる。

公
益
性

　補助の対象となる事業又は補助を受ける団体
等の活動が、直接又は間接に、不特定多数の市
民の福祉の向上及び利益の増進に寄与してい
る。

川内市漁業協同組合及び甑島漁業協同組合で実
行委員会等を立ち上げ、市民に向け、鮮魚等の
販売を行っているため。

必
要
性

　次のいずれかに該当するものである。

A

①県下沿岸部の２１市町及びそこに属する漁業
協同組合全体で行っている事業についての補助
であり、漁業協同組合の直接的な利益ではな
く、広域的な思想のもと行っている事業のた
め。

①　特定の目標・成果の達成に向けて、一定の
団体等に一定の補助を行うことが直ちに必要で
あると認められる。

【主管課評価・・・Ａ=合致、Ｂ=概ね合致、Ｃ=合致しない】

要件 項　　目
評価した内容についての説明

（合致しない理由や課題を含む）
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豊かな海づくり広域連携事業補助金交付要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は，薩摩川内市補助金等交付規則（平成１６年薩摩川内市規則

第６７号。以下「規則」という。）第４条の規定に基づき，及び薩摩川内市補

助金等基本条例（平成１８年薩摩川内市条例第４０号。以下「条例」という。 

）を実施するため，薩摩川内市農林水産部関係補助金等交付要綱（平成１９年

薩摩川内市告示第１００号）第２条の表に掲げる豊かな海づくり広域連携事業

補助金に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （補助事業等の要件） 

第２条 豊かな海づくり広域連携事業補助金に係る補助事業は，次の各号に定め

る要件を満たすものでなければならない。 

   補助金の対象者は川内市漁業協同組合及び甑島漁業協同組合とする。  

  事業計画の内容が，両漁協の地先へマダイ及びヒラメの稚魚を放流するこ

とにより，水産資源の確保を図り，市産業の振興と発展に関するものである

こと。 

  前号の事業計画の内容を達成できることが明白であること。 

（補助金の額） 

第３条 豊かな海づくり広域連携事業補助金の額は，予算で定める額以内とする。 

（補助対象経費） 

第４条 豊かな海づくり広域連携事業補助金は，次に掲げる豊かな海づくり広域

連携の放流事業に必要と認められる経費について交付する。 

   稚魚購入費 

   前号に掲げるもののほか，特に必要であると認められる経費等 

（交付の申請） 

第５条 豊かな海づくり広域連携事業補助金の交付の申請に係る規則第５条の市

長が別に指定する日は，当該事業を開始する概ね１０日前までとする。 

２ 豊かな海づくり広域連携事業補助金の交付の申請に係る規則第５条第３号の

市長が必要と認める書類は，次の各号に掲げるものとする。 

   事業計画書 

   収支予算書 

   前２号に掲げるもののほか，特に必要であると認められる書類 

 （交付の基準） 

第６条 豊かな海づくり広域連携事業補助金の交付の決定は，次の各号のいずれ

かに該当する場合には，これを行わない。 

   当該補助事業が第２条の要件を満たさない場合 

   前号に掲げる場合のほか，当該申請者に豊かな海づくり広域連携事業補助

金を交付することが適当でないと認められる場合 
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 （実績報告） 

第７条 豊かな海づくり広域連携事業補助金の実績報告に係る規則第１５条第３

号の市長が必要と認める書類は，次の各号に掲げるものとする。 

   当該補助事業等の公益性，必要性，効果等について当該補助事業者等が自

ら行った評価に関する書類 

   当該補助事業の収支精算書 

   前 2 号に掲げるもののほか，特に必要であると認められる書類 

 （効果の測定） 

第８条 豊かな海づくり広域連携事業補助金の効果（条例第４条第２項第１号の

効果をいう。）は，次の各号に掲げる指標を用いて測定するものとする。 

   水揚高，出荷高 

   混獲率調査（県水産技術開発センター） 

 （補助事業者等の責務） 

第９条 豊かな海づくり広域連携事業補助金の交付を受けた補助事業者は，本市

の水産業政策の円滑な実施に積極的に協力するよう努めるものとする。 

 （その他） 

第１０条 この要領に定めるもののほか，必要な事項は，農林水産部長が別に定

める。 

附 則 

１ この要領は，平成１９年４月１日から施行する。 

２ 豊かな海づくり広域連携事業補助金に係る条例第４条第１項の規定による見

直しについては，平成２１年度において検討を行い，その結果に基づいて，平

成２２年度において所要の措置を講ずるものとする。 
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NO.

千円 千円 千円

分類

割合（％）

49.2%
3.6%

38.7%
6.9%

43.5%
0.0%
7.2%

100.0%
90.2%
5.2%
0.0%
0.0%
0.0%
3.3%
1.4%

100.0%

特
記
す
べ
き
事
項
等

①魚食普及及び地産地消のためにも存続すべきである。
②とれたて市での鮮魚販売のほか、実行委員会では魚の捌き方教室を実施し、魚食普及に努めている。
③川内市漁協及び甑島漁協の一体感を生み出し、本市水産業振興の一躍をになっている。
④「薩摩川内・こしきお魚まつり」は、平成２４年度で終了した。

成果指標の推移① ― ― ―
成果指標の推移② ― ― ―

翌年度繰越金/市補助金 30.4% 16.6% 3.1%
交付件数 2件 2件 2件

支出計/前年度支出計 141.4% 99.0%
自己資金/前年度自己資金 125.7% 96.9%

449,961
0.0% 0.0%

計 9,840,012 100.0% 13,913,266 100.0% 13,778,705
（翌年度繰越金） 911,151 9.3% 995,253 7.2% 186,044

0.0% 0.0%

12,422,700
人件費 537,000 5.5% 682,400 4.9% 720,000

支
出

事業費 8,391,861 85.3% 12,235,613 87.9%

その他事務費 0.0% 0.0%

事業終了による補助金返還 0.0% 0.0%

計 9,840,012 100.0% 13,913,266 100.0% 13,778,705
（前年度繰越金） 1,267,626 12.9% 911,151 6.5% 995,253

0.0% 0.0%
市補助金 3,000,000 30.5% 6,000,000 43.1% 6,000,000

991,050 7.1% 955,000

550,000 5.6% 500,000 3.6% 500,000
事業収入 3,526,018 35.8% 5,511,065 39.6%

補助金額又は補
助率の積算方法 　川内・甑とれたて市　運営費補助：3,400,000円、設備整備補助：1,500,000円

補
助
を
受
け
る
事
業
（
団
体
）
等
の

過
去
３
ヵ
年
の
決
算
状
況

項目
平成22年度 平成23年度 平成24年度

金額（円） 割合（％） 金額（円） 割合（％） 金額（円）

収
入

自己資金 5,572,386 56.6% 7,002,115 50.3% 6,783,452
会費収入

5,328,452
寄付金・その他助成 1,496,368 15.2%

補助対象経費 　川内・甑近海で漁獲される水産物の拡販宣伝にかかる経費

補助対象事
業・活動の内
容

　川内・甑近海で漁獲される魚介類を広く市内外に周知すること、地産地消及び魚食普及に
努め水産業の振興を図る。本年度のみ簡易加工機器として、冷凍ストッカー及び真空包装機
を整備する。

□運営補助のみ □事業補助のみ ■運営補助と事業補助の両方 □その他
補助金額又は
補助率

　予算で定める額

成果指標② 　魚食普及に関する取組「捌き方教室」
漁獲物の安定的な水揚
げ -

補助対象者 　川内・甑島とれたて市実行委員会

3,400

指標名 目標値 目標年度

成果指標① 　事業開催回数及び来場者数 漁家所得の維持・向上 -

平成25年度
予算額

4,900 千円

国県支出金 その他 一般財源 その他の内容

事務事業名 水産振興事業

根拠法令 薩摩川内市農林水産部関係補助金等交付要綱、水産物消費拡大事業補助金交付要領

補助経過年数 ６年以上１０年以下

平成25年度 水産物消費拡大事業補助金 評価表 19-6

所管部課名 農林水産部　林務水産課 担当者 江口　勝
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〈補助金の視点別評価〉
主管
課

A

A

A

A

A

A

A

A

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
　なし

〈補助金の見直し結果〉

内
部
評
価
（
一
次
）
結
果

今後の改革の方向性
■ 現状のまま継続
□ 見直しの上で継続⇒今後の方向性　□拡大　□他の補助金と統合　□補助内容の改善　
　　　　　　　　　　　　　　　　　 □移管　□縮小
□ 休止
□ 廃止

上記方向の理由
　魚食普及及び地産地消等からも継続は必要と考え、川内・甑島両漁業協同組合の一体感での産業振興
及び本市水産業発展の観点から見ても事業の継続は必要不可欠と考える。また、漁家所得の維持・向上
にも寄与するものと思われる。

　捌き方教室等自助努力が見受けられ、流通の
仕組みや直売所等の今後の方向性についても検
討中であり、半永久的な補助とならないように
努めている。

④　当該補助事業以外にその団体が行う活動の
状況においても一定の公益性が認められる。

　実行委員会は、川内・甑島両漁業協同組合よ
り選出された者により構成されており、公益性
は十分認められる。

⑤　特定の目標・成果の達成に向けて、当該補
助金等の交付以外に適当な政策手段がないか、
又は当該補助金等の交付が最も妥当な政策手段
であると明確に認められる。

　甑島漁業協同組合にあっては、財政再建団体
であり、補助金等の交付以外には事業の継続が
困難である。川内市漁協での水揚では事業の開
催が出来ない。

⑥　補助の対象となる経費が、明確に規定さ
れ、その内容は補助目的に照らし、公費を充て
るものとして、著しく妥当性を欠くものとは
なっていない。

　対象経費は明確に記載されており、実績報告
からも目的を十分達成しており、公費を当てる
ことから妥当性を欠くものではない。

②　社会的弱者の救済、地域的ハンディの克服
等の観点から、当面、補助を通じた行政の支援
が必要であると認められる。

有
効
性

　達成しようとする目標・成果が市民ニーズに
合致しており、かつ、その目標・成果の達成に
向けて、適切な効果を生じている。（その目
標・成果を測るための適当な効果指標の設定が
なされている。）

　新鮮な水産物の購入や流通システムの構築
は、市民のニーズに合致しており、その目標・
成果の達成に向けて適切な効果が上がってい
る。

適
格
性
及
び
妥
当
性

①　補助の対象となる事業について、行政が直
接実施するよりも、行政以外の者が行う方が適
当であると明確に認められる。

　川内・甑島で水揚される魚介類を取扱う漁協
が実施するのが最適である。

②　補助率又は補助額が、明確な根拠によって
積算されたものであり、かつ、社会経済情勢に
照らし、著しく妥当性を欠く水準とはなってい
ない。（交付要綱の補助基準）

　実績報告からみても著しく妥当性を欠く水準
となっていない。

③　補助を受ける団体等の活動状況等に照らし
合わせて、自助努力がみられるなど、明らかに
半永続的・固定的な補助にはならないと見込ま
れる。

公
益
性

　補助の対象となる事業又は補助を受ける団体
等の活動が、直接又は間接に、不特定多数の市
民の福祉の向上及び利益の増進に寄与してい
る。

　魚食普及及び地産地消のために一生懸命に努
力している。

必
要
性

　次のいずれかに該当するものである。

A
①本市には３つの漁業協同組合が存在し、３組
合が一体となって産業の振興を図る観点から必
要である。

①　特定の目標・成果の達成に向けて、一定の
団体等に一定の補助を行うことが直ちに必要で
あると認められる。

【主管課評価・・・Ａ=合致、Ｂ=概ね合致、Ｃ=合致しない】

要件 項　　目
評価した内容についての説明

（合致しない理由や課題を含む）
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水産物消費拡大事業補助金交付要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は，薩摩川内市補助金等交付規則（平成１６年薩摩川内市規則

第６７号。以下「規則」という。）第４条の規定に基づき，及び薩摩川内市補

助金等基本条例（平成１８年薩摩川内市条例第４０号。以下「条例」という。 

）を実施するため，薩摩川内市農林水産部関係補助金等交付要綱（平成１９年

薩摩川内市告示第１００号）第２条の表に掲げる水産物消費拡大事業補助金に

関し必要な事項を定めるものとする。 

 （補助事業等の要件） 

第２条 水産物消費拡大事業補助金に係る補助事業は，次の各号に定める要件を

満たすものでなければならない。 

   補助金の対象者は薩摩川内・こしきお魚まつり実行委員会及び川内・甑と

れたて市実行委員会とする。  

  事業計画の内容が薩摩川内市の魚介類を広く市内外に周知することと，地

産地消及び漁業の振興を図り，市産業の振興と発展に関するものであること。 

  前号の事業計画の内容を達成できることが明白であること。 

（補助金の額） 

第３条 水産物消費拡大事業補助金の額は，予算で定める額以内とする。 

（補助対象経費） 

第４条 水産物消費拡大事業補助金は，次に掲げる水産物の消費拡大に必要と認

められる経費について交付する。 

  拡販宣伝費 

   前号に掲げるもののほか，特に必要であると認められる経費等 

（交付の申請） 

第５条 水産物消費拡大事業補助金の交付の申請に係る規則第５条の市長が別に

指定する日は，当該事業を開始する概ね１０日前までとする。 

２ 水産物消費拡大事業補助金の交付の申請に係る規則第５条第３号の市長が必

要と認める書類は，次の各号に掲げるものとする。 

   事業計画書 

   収支予算書 

   前２号に掲げるもののほか，特に必要であると認められる書類 

 （交付の基準） 

第６条 水産物消費拡大事業補助金の交付の決定は，次の各号のいずれかに該当

する場合には，これを行わない。 

   当該補助事業が第２条の要件を満たさない場合 

   前号に掲げる場合のほか，当該申請者に水産物消費拡大事業補助金を交付

することが適当でないと認められる場合 
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 （実績報告） 

第７条 水産物消費拡大事業補助金の実績報告に係る規則第１５条第３号の市長

が必要と認める書類は，次の各号に掲げるものとする。 

   当該補助事業等の公益性，必要性，効果等について当該補助事業者等が自

ら行った評価に関する書類 

   当該補助事業の収支精算書 

   前 2 号に掲げるもののほか，特に必要であると認められる書類 

 （効果の測定） 

第８条 水産物消費拡大事業補助金の効果（条例第４条第２項第１号の効果をい

う。）は，次の各号に掲げる指標を用いて測定するものとする。 

   開催報告書 

   収支決算書 

 （補助事業者等の責務） 

第９条 水産物消費拡大事業補助金の交付を受けた補助事業者は，本市の水産業

政策の円滑な実施に積極的に協力するよう努めるものとする。 

 （その他） 

第１０条 この要領に定めるもののほか，必要な事項は，農林水産部長が別に定

める。 

附 則 

１ この要領は，平成１９年４月１日から施行する。 

２ 水産物消費拡大事業補助金に係る条例第４条第１項の規定による見直しにつ

いては，平成１９年度において検討を行い，その結果に基づいて，平成２０年

度において所要の措置を講ずるものとする。 
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NO.

千円 千円 千円

分類

割合（％）

特
記
す
べ
き
事
項
等

　近年、漁獲量の減少や燃油の高騰及び魚価の低迷等で水産業を取り巻く環境は、一段と厳しさを増し
ている。このことから低燃費エンジンへの機関換装や新漁船建造は漁家にとって、経費節減と安定的な
所得確保のために必要である。

成果指標の推移① ― ― ―
成果指標の推移② ― ― ―

翌年度繰越金/市補助金 0.0% 0.0%
交付件数 1件 1件 0件

支出計/前年度支出計 71.4% 0.0%
自己資金/前年度自己資金 71.6% 0.0%

0.0% 0.0%

計 20,000,000 100.0% 14,284,811 100.0% 0
（翌年度繰越金） 0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

0
人件費 0.0% 0.0%

支
出

事業費 20,000,000 100.0% 14,284,811 100.0%

その他事務費 0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

計 20,000,000 100.0% 14,284,811 100.0% 0
（前年度繰越金） 0.0% 0.0%

0.0% 0.0%
市補助金 1,000,000 5.0% 684,285 4.8% 0

13,600,526 95.2% 0

0.0% 0.0%
事業収入 0.0% 0.0%

補助金額又は補
助率の積算方法 　事業費1,000万円以上　事業費の5パーセント、最高限度額100万円

補
助
を
受
け
る
事
業
（
団
体
）
等
の

過
去
３
ヵ
年
の
決
算
状
況

項目
平成22年度 平成23年度 平成24年度

金額（円） 割合（％） 金額（円） 割合（％） 金額（円）

収
入

自己資金 19,000,000 95.0% 13,600,526 95.2% 0
会費収入

寄付金・その他助成 19,000,000 95.0%

補助対象経費 　水産業の用に供するための必要と認められる経費

補助対象事
業・活動の内
容

　漁船建造や機関換装及び機械器具等の購入

□運営補助のみ ■事業補助のみ □運営補助と事業補助の両方 □その他
補助金額又は
補助率

　予算の定める額

成果指標② ― ― ―

補助対象者 　甑島地域の水産団体、漁業者（甑島に住所を有し年齢が65歳以下）

1,000

指標名 目標値 目標年度

成果指標① 　申請件数 漁家所得の維持・向上 ―

平成25年度
予算額

1,000 千円

国県支出金 その他 一般財源 その他の内容

事務事業名 水産振興事業

根拠法令 薩摩川内市甑島水産観光促進補助金に関する条例

補助経過年数 ６年以上１０年以下

平成25年度 甑島水産観光促進補助金 評価表 19-7

所管部課名 農林水産部　林務水産課 担当者 江口　勝
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〈補助金の視点別評価〉
主管
課

A

A

B

B

B

B

A

A

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
　なし

〈補助金の見直し結果〉

内
部
評
価
（
一
次
）
結
果

今後の改革の方向性
■ 現状のまま継続
□ 見直しの上で継続⇒今後の方向性　□拡大　□他の補助金と統合　□補助内容の改善　
　　　　　　　　　　　　　　　　　 □移管　□縮小
□ 休止
□ 廃止

上記方向の理由
　離島であるハンディ等を考えたときに支援は必要であると考える。また、水産業の担い手育成や新規
就労者の確保といった政策的な戦略からみても事業の継続は必要であると思われる。

　漁船建造や機関換装の一部の補助であり、申
請者の自助努力は大きい。水産業の振興のため
に補助は継続すべきである。

④　当該補助事業以外にその団体が行う活動の
状況においても一定の公益性が認められる。

　本市の一次産業を育てるという使命から、漁
家に対する補助であっても公益性はあると考え
る。

⑤　特定の目標・成果の達成に向けて、当該補
助金等の交付以外に適当な政策手段がないか、
又は当該補助金等の交付が最も妥当な政策手段
であると明確に認められる。

　地域的なハンディ等から燃油助成等、別の交
付手段は考えられるが、漁家の自助努力などを
考えた場合に妥当な手段と考える。

⑥　補助の対象となる経費が、明確に規定さ
れ、その内容は補助目的に照らし、公費を充て
るものとして、著しく妥当性を欠くものとは
なっていない。

　条例の中で要件等は謳ってあり、補助金を交
付するにあたって、著しく妥当性を欠くもので
はない。

②　社会的弱者の救済、地域的ハンディの克服
等の観点から、当面、補助を通じた行政の支援
が必要であると認められる。

有
効
性

　達成しようとする目標・成果が市民ニーズに
合致しており、かつ、その目標・成果の達成に
向けて、適切な効果を生じている。（その目
標・成果を測るための適当な効果指標の設定が
なされている。）

　漁家の安定的な所得拡大の観点からも必要で
ある。また、水産業の振興の観点からも効果が
得られていると考える。

適
格
性
及
び
妥
当
性

①　補助の対象となる事業について、行政が直
接実施するよりも、行政以外の者が行う方が適
当であると明確に認められる。

　甑島地域の水産業の振興を考えるときに市が
直接実施すべきである。

②　補助率又は補助額が、明確な根拠によって
積算されたものであり、かつ、社会経済情勢に
照らし、著しく妥当性を欠く水準とはなってい
ない。（交付要綱の補助基準）

　条例により明確な根拠が示されており、著し
く妥当性を欠くものではない。ただし、対象事
業費の1,000万円以上については、実情に合わせ
て見直す必要があると思われる。

③　補助を受ける団体等の活動状況等に照らし
合わせて、自助努力がみられるなど、明らかに
半永続的・固定的な補助にはならないと見込ま
れる。

公
益
性

　補助の対象となる事業又は補助を受ける団体
等の活動が、直接又は間接に、不特定多数の市
民の福祉の向上及び利益の増進に寄与してい
る。

　漁家の安定的な所得拡大に繋がっている。

必
要
性

　次のいずれかに該当するものである。

A
②甑島は、離島であるハンディ等から支援が必
要であると考える。

①　特定の目標・成果の達成に向けて、一定の
団体等に一定の補助を行うことが直ちに必要で
あると認められる。

【主管課評価・・・Ａ=合致、Ｂ=概ね合致、Ｃ=合致しない】

要件 項　　目
評価した内容についての説明

（合致しない理由や課題を含む）
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○薩摩川内市甑島水産観光促進補助金に関する条例  

平成１６年１０月１２日  

条例第２５５号  

改正 平成２２年３月２５日条例第１２号  

（目的）  

第１条 この条例は、甑島地域において水産業及び観光業等の事業を営み、又は

営もうとする個人又は法人（以下「事業者」という。）に事業費の一部を補助

し、甑島地域の水産業及び観光業の振興を図ることを目的とする。  

（補助金の交付対象者等）  

第２条 補助金の交付を受けることができる者は、次に掲げる要件を備えなけれ

ばならない。  

（１） 甑島内に住所又は事業所を有すること。  

（２） 個人の場合は、年齢が６５歳以下であること。ただし、市長が特に必

要と認める場合は、この限りでない。  

（３） 水産業、観光業等の事業者であること。  

（４） 市税等の滞納者でないこと。  

２ 補助金の対象となる事業は、次に掲げる事業のうち、その事業費が１ ,０００

万円以上のものとする。ただし、第１号及び第２号に掲げる事業については、

２００万円以上のものとする。  

（１） 民宿、旅館、ホテル、土産品店、飲食業等の家屋の建築、購入及び増

改築（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律

第１２２号）第２条第１項及び第５項に規定する風俗営業及び性風俗特殊営

業の用に供する設備を有する施設を除く。）  

（２） 観光業の用に供するための設備等の購入  

（３） 水産業の用に供するための機具等の購入  

（４） 水産業等の用に供するための資材及び船舶の建造又は購入並びに機器

等の購入  

（５） 前４号に定めるもののほか、市長が特に必要と認めるもの  

（補助金の額）  

第３条 補助金の額は対象となる事業費の５パーセントとし、最高限度額を１０

０万円とする。ただし、前条第２項第１号及び第２号に掲げる事業については、

事業費の５０パーセントとし、最高限度額を２００万円とする。  

（補助金の交付申請）  

第４条 補助金の交付を受けようとする者は、第２条第２項の事業に着手する前
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に、規則に定める申請書を市長に提出しなければならない。  

（交付の決定）  

第５条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補

助金の交付を決定する。  

（補助金の返還等）  

第６条 市長は、補助金の交付を受けた者が、次の各号のいずれかに該当すると

認められるときは、補助金の交付の決定を取り消し、又は既に交付した補助金

の全部又は一部を返還させることができる。  

（１） 事業者が第２条に規定する資格要件を欠くに至ったとき。  

（２） 事業者が補助金の交付を受けた日から５年以内に業務を休止し、又は

変更し、目的を達成しないと認めたとき。  

（３） 市長に提出した書類に虚偽の記載があったとき。  

（４） 前３号に掲げるもののほか、この条例又はこの条例に基づく規則の規

定に違反したとき。  

２ 前項の規定にかかわらず、市長は補助金の交付を受けた者にやむを得ない特

別の事由があると認める場合は、補助金の全部又は一部の返還を免除すること

ができる。  

（報告）  

第７条 市長は、必要があると認めるときは、補助金の交付を受けた者に対し、

当該補助金の交付を受けた日から５年間、事業に関する報告を求め、又は書類

を提出させることができる。  

（委任）  

第８条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。  

附 則  

（施行期日）  

１ この条例は、平成１６年１０月１２日から施行する。  

（経過措置）  

２ この条例の施行の日の前日までに、合併前の上甑村水産観光促進奨励金に関

する条例（平成８年上甑村条例第６号）の規定によりなされた処分、手続その

他の行為は、この条例の相当規定によりなされたものとみなす。  

附 則（平成２２年３月２５日条例第１２号）  

（施行期日）  

１ この条例は、平成２２年４月１日から施行する。  

（経過措置）  
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２ 改正後の薩摩川内市甑島水産観光促進補助金に関する条例の規定は、この条

例の施行の日以後に着手した事業について適用し、同日前に着手した事業につ

いては、なお従前の例による。  
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